
政策 豊かさと創造性を育む生涯学習環境の充実

施策 生涯学習の充実

基本事業

事務事業の目的と成果

生涯学習機会の充実

事業名 ふるさと江別塾～まちおこし市民大学講座事業
部名

課名

事業開始年度

事業終了年度

実施計画事業認定教育部

生涯学習課

平成12年度

－年度

対象

対象

高校生以上の市民

意図

市民の様々な学習要求に応えるとともに、市民が地域創造
のための問題意識と知識を獲得し、まちづくりに主体的に
参画していくための学習の場とする。

手段

・市内大学の持つ「知」を活かし、市民の学習要求に応える
とともに、地域創造のための問題意識と知識の獲得を目的
に、市内４大学関係者、受講者で組織する塾生の会幹事、
教育委員会担当者からなる運営会議にて、企画・運営を協
議し、各大学と連携を図りながら各大学を会場とした講座事
業を開催する。

事業量・コスト・指標の推移
区分 単位

対象
指標1

高校生以上の市民 人 105,581 105,567 105,640 105,640

対象
指標2

活動
指標1

活動
指標2

成果
指標1

成果
指標2

回

回

人

％

8

2

179

55.6

8 8 8

1 1 2

168 187 187

62 55 55

講座開催数

運営会議開催回数

講座参加者数

まちづくりに関心を持った参加者の割合

単位コスト指標

事業費計（A） 211 208 193 214

 

正職員人件費（B) 1,612 1,605 1,603 1,611千円

 

千円

総事業費（A)＋（B) 千円 1,823 1,813 1,796 1,825

費用内訳

報償費 122千円、需用費 71千円

（誰、何に対して事業を行うのか）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

（事務事業の内容、やり方、手段）

[0615]

事務事業評価表　平成25年度

22年度実績 23年度実績 24年度実績

24年度

会計区分 一般会計

25年度当初



理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

理由
・

根拠は？

事業を取り巻く環境変化

事業開始
背景

事業を
取り巻く

環境変化

・４大学（１短期大学部を含む）を中心に全市的な生
涯学習ネットワーク化の推進を目指し開始。各大学で
の一般講座から専門講座、講演、シンポジウムなどプ
ログラムの充実を目指しているが、現在は各大学での
一般公開講座との差を明確に示すことが課題となっ
てきている。
・市民の学習に対する要求が、複雑化、多様化してき
ている。

（１）税金を使って達成する目的（対象と意図）ですか？市の役割や守備範囲にあった目的ですか？

義務的事務事業

妥当である

妥当性が低い

・市民の学習要求に各大学の知を生かして応える、また市民がまちづくりへ参画して
いくための学習の場とするなど、市の特徴でもある知的資源を積極的に活用する施
策として企画された事業である。また、市と大学が中心になり全市的な生涯学習ネッ
トワーク化の推進を図ることを目的としており妥当である。

貢献度大きい

貢献度ふつう

貢献度小さい

・知識の習得や情報の収集など受身的な部分が大きいが、学習の成果を積極的な
まちづくりへの参加に繋げる学習の機会の提供としては充分な効果がある。

基礎的事務事業

（２）上位の基本事業への貢献度は大きいですか？

（３）計画どおりに成果はあがっていますか？計画どおりに成果がでている理由、でていない理由は何ですか？

あがっている

どちらかといえばあがっている

あがらない

・参加者数はやや増えているものの、まちづくりに関心を持つ者の割合は低下してい
る。
・市内4大学が連携して1つの事業を行う点、更に学習機会の提供の意味で、成果は
出ているといえる。

（４）成果が向上する余地（可能性）は、ありますか？その理由は何ですか？

成果向上余地　大

成果向上余地　中

成果向上余地　小・なし

・受講者は高齢者がほとんどで、若い世代の取り込みにより向上の余地はある。

（５）現状の成果を落とさずにコスト（予算＋所要時間）を削減する新たな方法はありませんか？（受益者負担含む）

ある

ない

事務コストのほとんどが講座にかかる報酬であり、コスト削減は、事業の減退になる。

★

★

★

★

★

24年度の実績による事業課の評価（7月時点）


